
公有財産賃貸借契約書（案） 

 

貸付人 茨城西南地方広域市町村圏事務組合    （以下「甲」という。）と 

借受人                     （以下「乙」という。）とは、 

次の条項により公有財産（以下「財産」という。）の賃貸借契約を締結する。 

 

（貸借物件） 

 第1条 甲は、その所有に係る次に表示する財産を乙に貸し付ける。 

物件番号 貸付場所 所在地 貸付面積 

    

（賃借料） 

第2条 賃借料の年額は、              円とする。 

（貸借期間） 

第3条 貸借期間は、令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までとする。 

（財産の用途） 

第4条 乙は、貸借物件（以下「物件」という。）を自動販売機の設置及び運営の目的に使用する

ものとし、消防施設自動販売機設置者募集要項を遵守し、当該目的以外の目的のために使用して

はならない。 

（物件の引渡し） 

第5条 甲は、第3条に定める貸借期間の初日に、第1条に定める物件を乙に引渡す。 

（自動販売機の設置等） 

第6条 自動販売機の設置及び撤去の日は、甲乙協議の上、貸借期間内において甲が指定する日と

する。 

2 乙は、乙が設置する自動販売機の電力を計量する子メーター（電気計器）を設置し、その設置

費用を負担するものとする。ただし、電力会社との直接契約が可能であるものについては、この

限りでない。 

（賃借料の納入） 

第7条 乙は、貸借期間内の各年度において、賃借料の年額を、甲が指定する方法により期限までに

納入しなければならない。 

2  甲は、既に納入された賃借料は還付しない。ただし、甲の都合によりこの契約を解除したとき、

その他特別な理由があるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（電気料金の納入） 

第8条  乙は、賃貸期間内の各年度のうち甲が指定する月（９月、３月）末締めにおいて算定する

自動販売機の運営に係る電気料金を、甲が指定する方法により期限までに納入しなければならな

い。ただし、乙が電力会社と直接契約を締結しているものについては、この限りでない。 

2  前項に規定する電気料金は、乙が設置した子メーターが示す月間電力使用量に、甲が契約する

施設の月額電気料金（基本料金含む）を基に算出した単価を乗じて得た額の6ヶ月分を合算した額

とする。 

（賃借料等の納入遅延に係る違約金） 



第9条  乙は、賃借料又は電気料金を、甲が指定する期限までに納入しなかったときは、遅延日数

に応じて、納入すべき額に年14.6％を乗じて得た額を違約金として、甲に支払わなければならな

い。 

（費用の負担） 

第10条  自動販売機の設置及び維持管理、撤去に要する費用（消防育英会で指定するラッピング及

び表示含む）は、全て乙の負担とする。 

 ただし、甲が撤去を必要しないと認めた場合はこの限りでない。 

2 貸付仕様書により消防育英会支援型自動販売機を設置したときは、売上本数１本あたりに付

き、公益財団法人消防育英会で定める額を当該機関に寄付するものとする。なお、寄付に要する

費用は全て乙の負担とする。 

（管理責任） 

第11条 乙は、善良な管理者としての責任及び注意をもって物件を維持管理しなければならない。 

（災害時等の協力） 

第12条 乙は、災害時等に甲からの要請があるときは、自動販売機内の在庫飲料を無償で提供する

ものとする。 

（報告等義務） 

第13条 乙は、この契約締結後速やかに自動販売機の管理等の担当者を定め、自動販売機の管理関

係等に関する届出書を甲に提出しなければならない。自動販売機の管理等の担当者に変更があっ

たときも同様とする。 

2 乙は、貸借期間内の毎月末締めにおいて、自動販売機の売上げ本数及び金額を、年２回（上半

期分・下半期分）を翌月の10日までに、甲に報告しなければならない。 

（甲の承認を要する行為） 

第14条  乙は、物件において、自動販売機の改良又は変更等をしようとするときは、甲に対して、

その旨を事前に文書で通知し、甲の承認を得なければならない。 

（かし担保） 

第15条  乙は、この契約締結後に物件に数量の不足又は隠れたかしがあることを発見しても、甲に

対して賃借料の減免若しくは損害賠償を請求することができない。 

（禁止事項） 

第16条  乙は、物件の使用権を第三者に譲渡又は転貸若しくは担保の目的に提供してはならない。 

（賠償責任） 

第17条  乙は、この契約に定める義務を履行しないことにより甲に損害を及ぼしたときは、甲にそ

の損害を賠償しなければならない。 

2   乙は、物件の使用により第三者に損害を及ぼすおそれがあるときは、損害の発生を防止し、

損害を及ぼしたときは、第三者にその損害を賠償しなければならない。 

（解除事由） 

第18条  甲は、次のいずれかに該当すると認めるときは、この契約を解除することができる。 

（1）乙がこの契約に定める義務を履行しないとき。 

（2）甲が自ら使用するときのほか、国、県又は他の地方公共団体その他公共団体において公用又

は公共用に供するため物件を必要とするとき。 

（期間満了及び契約解除の通知） 



第19条  甲は、貸借期間が満了するときは、期間満了の1年前から6か月前までの期間に、乙に対し

てこの契約が終了する旨を文書で通知する。 

2  甲は、前条の規定によりこの契約を解除することを決定したときは、乙に対してこの契約を解

除する旨を文書で通知する。 

（原状回復及び物件の返還） 

第20条  乙は、貸借期間が満了したとき又はこの契約が解除されたときは、自らの費用負担により

物件を甲の指定する期日までに原状に復して甲に返還しなければならない。 

（有益費等請求権の放棄） 

第21条  乙は、前条の規定により物件を返還するときは、乙が負担した改良費等の有益費及びその

他の費用の請求権を放棄するものとする。 

（契約に要する費用） 

第22条  この契約に要する費用は、全て乙の負担とする。 

（疑義等の解釈） 

第23条  この契約に関して疑義があるときは、甲乙協議の上定めるものとし、協議が整わないとき

は、甲の解釈により定めるものとする。 

 

この契約締結を証するため、本書2通を作成し、当事者記名押印の上、各自1通を保有するもの

とする。 

 

令和    年    月    日 

甲 古河市下大野2248番地 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

管 理 者               印 

 

乙（住所） 

 

(氏名)                印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



公有財産賃貸借契約書（案） 

 

貸付人 茨城西南地方広域市町村圏事務組合    （以下「甲」という。）と 

借受人                     （以下「乙」という。）とは、 

次の条項により公有財産（以下「財産」という。）の賃貸借契約を締結する。 

 

（貸借物件） 

 第1条 甲は、その所有に係る次に表示する財産を乙に貸し付ける。 

物件番号 貸付場所 所在地 貸付面積 

    

（賃借料） 

第2条 賃借料の年額は、         円に消費税法等に基づく税率を乗じて得た消費税及

び地方消費税を加算した額（円未満切捨て）とし、消費税法等の改正等により税率に変動が生じ

たときは、当該契約の変更を行うことなく、変動した税率を乗じて得た消費税等を加算するもの

とする。ただし、消費税法等において経過措置等が施行されるときは、その措置等に従うものと

する。 

（貸借期間） 

第3条 貸借期間は、令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までとする。 

（財産の用途） 

第4条 乙は、貸借物件（以下「物件」という。）を自動販売機の設置及び運営の目的に使用する

ものとし、消防施設自動販売機設置者募集要項を遵守し、当該目的以外の目的のために使用して

はならない。 

（物件の引渡し） 

第5条 甲は、第3条に定める貸借期間の初日に、第1条に定める物件を乙に引渡す。 

（自動販売機の設置等） 

第6条 自動販売機の設置及び撤去の日は、甲乙協議の上、貸借期間内において甲が指定する日と

する。 

2 乙は、乙が設置する自動販売機の電力を計量する子メーター（電気計器）を設置し、その設置

費用を負担するものとする。ただし、電力会社との直接契約が可能であるものについては、この

限りでない。 

（賃借料の納入） 

第7条 乙は、貸借期間内の各年度において、賃借料の年額を、甲が指定する方法により期限までに

納入しなければならない。 

2  甲は、既に納入された賃借料は還付しない。ただし、甲の都合によりこの契約を解除したとき、

その他特別な理由があるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（電気料金の納入） 

第8条  乙は、賃貸期間内の各年度のうち甲が指定する月（９月、３月）末締めにおいて算定する

自動販売機の運営に係る電気料金を、甲が指定する方法により期限までに納入しなければならな

い。ただし、乙が電力会社と直接契約を締結しているものについては、この限りでない。 



2  前項に規定する電気料金は、乙が設置した子メーターが示す月間電力使用量に、甲が契約する

施設の月額電気料金（基本料金含む）を基に算出した単価を乗じて得た額の6ヶ月分を合算した額

とする。 

（賃借料等の納入遅延に係る違約金） 

第9条  乙は、賃借料又は電気料金を、甲が指定する期限までに納入しなかったときは、遅延日数

に応じて、納入すべき額に年14.6％を乗じて得た額を違約金として、甲に支払わなければならな

い。 

（費用の負担） 

第10条  自動販売機の設置及び維持管理、撤去に要する費用（消防育英会で指定するラッピング及

び表示含む）は、全て乙の負担とする。 

 ただし、甲が撤去を必要しないと認めた場合はこの限りでない。 

2 貸付仕様書により消防育英会支援型自動販売機を設置したときは、売上本数１本あたりに付

き、公益財団法人消防育英会で定める額を当該機関に寄付するものとする。なお、寄付に要する

費用は全て乙の負担とする。 

（管理責任） 

第11条 乙は、善良な管理者としての責任及び注意をもって物件を維持管理しなければならない。 

（災害時等の協力） 

第12条 乙は、災害時等に甲からの要請があるときは、自動販売機内の在庫飲料を無償で提供する

ものとする。 

（報告等義務） 

第13条 乙は、この契約締結後速やかに自動販売機の管理等の担当者を定め、自動販売機の管理関

係等に関する届出書を甲に提出しなければならない。自動販売機の管理等の担当者に変更があっ

たときも同様とする。 

2 乙は、貸借期間内の毎月末締めにおいて、自動販売機の売上げ本数及び金額を、年２回（上半

期分・下半期分）を翌月の10日までに、甲に報告しなければならない。 

（甲の承認を要する行為） 

第14条  乙は、物件において、自動販売機の改良又は変更等をしようとするときは、甲に対して、

その旨を事前に文書で通知し、甲の承認を得なければならない。 

（かし担保） 

第15条  乙は、この契約締結後に物件に数量の不足又は隠れたかしがあることを発見しても、甲に

対して賃借料の減免若しくは損害賠償を請求することができない。 

（禁止事項） 

第16条  乙は、物件の使用権を第三者に譲渡又は転貸若しくは担保の目的に提供してはならない。 

（賠償責任） 

第17条  乙は、この契約に定める義務を履行しないことにより甲に損害を及ぼしたときは、甲にそ

の損害を賠償しなければならない。 

2   乙は、物件の使用により第三者に損害を及ぼすおそれがあるときは、損害の発生を防止し、

損害を及ぼしたときは、第三者にその損害を賠償しなければならない。 

（解除事由） 

第18条  甲は、次のいずれかに該当すると認めるときは、この契約を解除することができる。 



（1）乙がこの契約に定める義務を履行しないとき。 

（2）甲が自ら使用するときのほか、国、県又は他の地方公共団体その他公共団体において公用又

は公共用に供するため物件を必要とするとき。 

（期間満了及び契約解除の通知） 

第19条  甲は、貸借期間が満了するときは、期間満了の1年前から6か月前までの期間に、乙に対し

てこの契約が終了する旨を文書で通知する。 

2  甲は、前条の規定によりこの契約を解除することを決定したときは、乙に対してこの契約を解

除する旨を文書で通知する。 

（原状回復及び物件の返還） 

第20条  乙は、貸借期間が満了したとき又はこの契約が解除されたときは、自らの費用負担により

物件を甲の指定する期日までに原状に復して甲に返還しなければならない。 

（有益費等請求権の放棄） 

第21条  乙は、前条の規定により物件を返還するときは、乙が負担した改良費等の有益費及びその

他の費用の請求権を放棄するものとする。 

（契約に要する費用） 

第22条  この契約に要する費用は、全て乙の負担とする。 

（疑義等の解釈） 

第23条  この契約に関して疑義があるときは、甲乙協議の上定めるものとし、協議が整わないとき

は、甲の解釈により定めるものとする。 

 

この契約締結を証するため、本書2通を作成し、当事者記名押印の上、各自1通を保有するもの

とする。 

 

令和    年    月    日 

甲 古河市下大野2248番地 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

管 理 者               印 

 

乙（住所） 

 

(氏名)                印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 

一般競争入札参加申請書（自動販売機設置用） 

 

                                             令和  年  月  日 

 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

 管 理 者   宛て 

 

              申込者 〒   － 

住 所（所在地） 

                  法人名（個人名）           印 

                  代表者名 

  担当者 氏 名 

                  連絡先 

                  e-mail 

     

    茨城西南地方広域市町村圏事務組合が執行する令和７年度消防施設自動販売機設

置場所貸付に係る条件付き一般競争入札について、組合施設自動販売機設置者募集要

項、貸付仕様書を承知の上、参加を希望しますので、誓約書を添えて申請します。 

 

１ 入札予定物件（※入札を制限するものではありません） 

物件番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

設置希望       

物件番号 ７ ８ ９ １０ １１ １２ 

設置希望       

物件番号 １３ １４ １５    

設置希望       

    

２ 提出書類（申請時に提出する書類に○を記入してください。） 

提出 書類名 様式 法人 個人 既設業者 

 ①一般競争入札参加申請書     様式第１号 〇 〇 〇 

 ②誓約書 様式第 2号 〇 〇 〇 

 ③取扱商品提案書 様式第 3号 〇 〇 × 

 ④契約の実績一覧・営業実績一覧 別表１及び 2 〇 〇 × 

 ⑤委任状 様式第 4号 △ × △ 

 ⑥印鑑登録証明書  〇 〇 〇 

 ⑦商業登録謄本（履歴事項全部証明書）  〇  〇 

 ⑧身分証明書（市町村発行のもの）  × 〇 × 

 ⑨国税に未納がないことを証する納税証明書  〇 〇 〇 

 ⑩市町村税に未納がないことを証する納税証明書  〇 〇 〇 

※記入に際しては、設置者募集要項を参照してください。 



様式第２号 

 

誓 約 書 

 

令和  年  月  日 

 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

 管 理 者  宛て 

 

 

申込者 〒   －     

               住 所（所在地） 

           法人名（個人名）               実印 

               代表者名 

 

 茨城西南地方広域市町村圏事務組合の執行する令和７年度消防施設自動販売機設

置場所貸付に係る一般競争入札への参加を申請するにあたり、以下の事項について相

違ないことを確約し、貴組合における入札、契約等に係る諸規定を厳守し、公正な入

札をいたします。 

 これらが事実と相違することが判明した場合には、当該事実に対し貴組合が行う一

切の措置について異議の申し立ては行いません。 

 

記 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項及び第２項各号に掲

げられた者でないこと。 

（２）組合の構成市町（古河市、下妻市、坂東市、常総市、八千代町、五霞町、境町）において、

契約に係る指名停止措置要綱等に基づく指名停止期間中でないこと。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

から第４号まで又は第６号に掲げられた者でないこと。 

（４）公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすおそれの

ある団体に属する者でないこと。 

（５）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）に基

づく処分の対象となっている団体及びその構成員でないこと。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続きの申立て及び民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）に基づく再生の申立てをしていないこと。 

（７）国税及び市町村民税の未納がないこと。 

（８）申請にあたっては、設置者募集要領及び貸付仕様書の記載事項を承知したうえで参加しま

す。 

 

 

 

 



様式第３号 

取扱商品提案書 

 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

管理者 宛て 

 

令和  年  月  日 

 

所在地（住所） 

法人名（個人名） 

代表者名                   実印 

 

私が、販売する商品は下記のとおりです。自動販売機設置時には責任を持って下記

の価格で提供いたします。 

記 

１ 物件番号          

 

 ２ 取扱商品及び販売価格 

商 品 

銘柄数 
メーカー名 商品名 

内容量 

（ml） 

標準小売価格 

（円） 

販売価格 

（円） 

１      

２      

３      

４      

５      

６      

７      

８      

９      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

   ※商品販売価格は、標準販売価格（定価）から 30 円を値引きした価格設定とします。 

    設置以降、物価変動等の理由により、商品販売価格を変更する場合は組合と協議し、 

価格を設定します。 

 



別表１   

国又は地方公共団体（地方職員共済組合等を含む）と 

種類及び規模をほぼ同じくする契約等の実績一覧 

 

設置施設名 所在地 設置台数 設置期間 

    台 

    年  月  日 

～ 

    年  月  日 

    台 

    年  月  日 

～ 

    年  月  日 

    台 

    年  月  日 

～ 

    年  月  日 

    台 

    年  月  日 

～ 

    年  月  日 

 

 

 

別表２ 

自動販売機の設置および営業実績一覧 

 

設置場所名称等 所在地 設置台数 設置期間 

    台 

    年  月  日 

～ 

    年  月  日 

    台 

    年  月  日 

～ 

    年  月  日 

    台 

    年  月  日 

～ 

    年  月  日 

    台 

    年  月  日 

～ 

    年  月  日 

 

所在地（住所） 

法人名（個人名） 

代表者名                   実印 



様式第４号 

 

委  任  状 

 

令和  年  月  日 

 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

管 理 者  宛て 

 

 

委任者 

                  住 所（所在地） 

                  法人名（個人名）            実印 

                  代表者名 

 

 

 

 私は、次の者を代理人と定め、茨城西南地方広域市町村圏事務組合における令和７

年度消防施設自動販売機設置場所貸付の手続きに係る一切の権限を委任します。 

 

 

 

 

受任者 

                  住 所（所在地） 

                  法人名（個人名）            印 

                  代表者名 

 

 



様式第５号 

 

質 疑 書 

 

令和  年  月  日 

 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

管 理 者   宛て 

 

申込者 〒   －     

                   住 所（所在地） 

                    法人名（個人名）          実印 

                   代表者名 

                

担当者 氏  名 

    電話番号 

    FAX 番号 

    e-mail ｱﾄﾞﾚｽ 

 

令和７年度消防施設自動販売機設置場所貸付について、下記のとおり質問します。 

 

質疑 

番号 

物件 

番号 
質 疑 内 容 

１ 

  

２ 

  

３ 

  

（注意） 

１ 質疑は、共通事項でない場合は、必ず物件番号を明記してください。 

２ 質疑のない場合、提出の必要はありません。 

３ 別紙を添付することもできます。 

 

 

 

 



様式第６号 

 

物件番号  

 

 

入 札 書 

 

 

貸付場所  

入札価格 

（ 年 額 ） 

千万 百万 十万 万 千 百 十 円 

 

令和７年度消防施設自動販売機設置場所貸付に係る一般競争入札について、

組合施設自動販売機設置者募集要項、貸付仕様書、その他関係書類の内容を

承知のうえ入札します。 

 

令和  年  月  日 

 

              住 所 

             （所在地） 

              法人名                 実印 

             （個人名） 

 

   茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

    管 理 者   宛て 

 

 

（注意） 

１ 入札書は、物件番号ごとに作成してください。 

２ 金額は算用数字を用いて右詰めで記入し、最初の数字の前に「¥」を記入してください。 

３ 金額の訂正は認めません。 

４ 消費税適用物件の入札価格については、消費税相当額を除いた額（110 分の 100）を記

載してください。 

   

 

 

 



 

 

 

入 札 辞 退 届 
令和  年  月  日 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

管 理 者  宛 て 

 

住  所（所在地） 

法 人 名（個人名） 

代表者名                 実印 

 

 

 令和７年度消防施設自動販売機設置場所貸付に係る一般競争入札の参加申請をし

ましたが、都合により下記の入札を辞退いたします。 

 

記 

 

物件番号                                  

 

貸付場所                                 

 

入札日     令和  年  月  日 

 

 

※ 以下の事項の記載については、任意ですので、記載が無くても受付けます。 

【辞退理由】 

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

                                        

 

 

（参考様式） 



様式第７号 

 

自動販売機の管理関係等に関する届出書 

 

令和  年  月  日 

 

 茨城西南地方広域市町村圏事務組合 

管 理 者  宛 て 

 

 

設置者 〒   －     

                   住 所（所在地） 

                   法人名（個人名）          実印 

                   代表者名 

 

 下記貸付物件に設置する自動販売機の個別業務等の実施者について、次のとおり届

け出します。 

 

１．貸付物件 

物件番号 施設名 物件所在地 

   

 

２．個別業務の実施者 

区 分 実施者及び所属部署 連絡先（電話番号） 

自動販売機所有者   

設置管理責任者   

故障時の対応者   

商品の補充者   

売上代金の回収者   

その他

（       ） 
  

 

注記：本書類提出の際には、設置を予定している自動販売機のカタログを必ず添付してください。 

 

 

 

 

 


